
グループ報告書
2016年4月1日ー2016年9月30日

第２四半期

第56期



　株主の皆様に当社の第 56 期第 2 四半
期グループ報告書をお届けするに当た
り、一言ご挨拶申し上げます。
　当第 2 四半期連結累計期間における
国内経済は、緩やかな回復基調で推移
したものの、中国や新興国経済の減速
及び株式市場の低迷や円高の進行など
金融市場の変動の影響もあり、景気の
先行きは不透明な状況が続きました。
　医療業界におきましては、増加し続
ける医療費を背景に、国が推し進める
社会保障・税の一体改革で描かれた
2025 年の医療・介護の将来像の実現に
向けて、病床の機能分化・連携・統合

を推進する医療制度改革が進められて
おります。平成 28 年度診療報酬改定で
は、重症度、医療・看護必要度の見直
しなどが行われ、急性期病院に難易度
の高い手術を集中化させる施策が取ら
れております。
　このような環境の下、当企業集団で
は、医療機関の経営改善を支援する「オ
ペラマスター」の販売拡大と、契約医
療機関におけるキット製品の導入管理、
新製品の開発及び販売に注力してまい
りました。
　「オペラマスター」の契約状況は、
高度急性期病院及び一般急性期病院へ
の営業活動に注力し、新規契約件数は
15 件となりました。一方、解約は７
件で、累計契約件数は 280 件となりま
した。
　キット製品は、新規契約医療機関の
導入管理の強化により販売が促進さ
れ、「オペラマスター」を中心に全体
で売上高を伸ばしました。新製品は、
低侵襲医療分野で高い安全性と優れた
操作性を実現した「内視鏡用ホルダ 
EMARO®」を２施設に販売いたしまし
た。その他、顧客のメリットを最大限
に追求したキット製品である「プレミ
アムキット」は、臨床試用の推進と販
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株主の皆様へ

代表取締役社長  兼  CEO　保木  潤一
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売を開始し売上高が拡大してきており
ます。
　これらの結果、当第２四半期連結累
計期間の売上高は 18,310 百万円（前年
同期比 3.7％増）となりました。キット
製品の売上高は 10,422 百万円（同 6.8％
増）、このうちオペラマスターの売上
高は 7,161 百万円（同 7.8％増）となり
ました。売上原価は、為替の影響や新
キット工場の償却費の増加により、前
年同期に比べ原価率が上昇いたしまし
た。販売費及び一般管理費は、販売促
進に必要な費用が増加し、前年同期に

比べ増加いたしました。この結果、営
業利益は 4,089 百万円（同 6.7％減）と
なりました。経常利益は、外国付加価
値税の計上などがあり 4,006 百万円（同
10.3％減）となりました。親会社株主
に帰属する四半期純利益は 2,685 百万
円（同 11.5％減）となりました。
　今後の医療環境は、少子高齢化の進
行や人口減少など労働力が不足してい
く中で、医療制度改革がより一層進め
られて行くと思われます。急性期病院
におきましては、2025 年の将来像の実
現に向けて、病床の機能分化・連携・
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想される高度急性期病院、及び一般急
性期病院に対する「オペラマスター戦
略」の提案を継続、さらに強化いたし
ます。「オペラマスター」による手術情
報を集約・活用することで、効率的な
手術運営や業務改善を実現し、医療機
関の経営改善に貢献してまいります。
　「オペラマスター」のシステムやコン
セプトは、医療現場のニーズに合わせ
て進化してまいりました。長年にわた
りご愛顧いただいておりますお客様の
ご意見・ご要望にお応えし、「オペラマ
スター」のシステム部分の機能を拡張

　医療制度改革が進められている現在、
医療環境は大きく変化しております。
当社グループの主要顧客である急性期
病院におきましては、社会保障・税の
一体化で描かれた 2025 年の医療・介護
の実現に向けて機能分化が進むことに
より、より多くの手術を行うことが求
められております。このような中、人
材確保の問題と医療費削減の市場環境
から、少ない人材でも業務負担が軽減
される環境の整備など、効率的な病院
経営が不可欠です。こうした現状に鑑
み、特に将来患者が集中することが予

−事業概況と中長期戦略−

変化する医療環境に対応、
「オペラマスター戦略」を一段と強化し

サービスの再構築へ

統合が促進され、効率的な手術室運営
や経営改善への取組みが進んでいくこ
とが予想されます。
　当社グループは、今後の変化してい
く医療環境と顧客のニーズに対応すべ
く、すでに導入済みの「低侵襲」「医療
安全」「病院経営管理」「オペラマスター」

「在宅・介護」の 5 分野のプロダクト制

度を活用し、営業部門への支援を強化
してまいります。
　株主の皆様には、より一層のご支援
とご鞭撻をお願い申し上げます。

2016 年 11 月

代表取締役社長 兼 CEO　保木　潤一



おいて臨床試用及びご評価をいただい
た上で販売しております。56 期には 48
病院 ( 累計 86 病院 ) での臨床試用を実
施し、安定した視野・操作性・人員配
置という 3 つの点で、高い評価をいた
だいております。

順調に進む新工場建設、
プレミアムキット販売開始

　当社グループの成長戦略として、と
りわけ重要な位置付けにある新キット
工場の建設は順調に進んでおります。す
でに建物は完成し、内部の機械設置が完
了後の 2017 年 4 月に稼働を予定してお
ります。同工場におきましては、開封が

した「手術管理システム」を販売して
おります。「手術管理システム」を活
用することによって、より詳細かつ迅
速に手術室の実績管理データを分析す
ることが可能になります。このシステ
ムは、手術管理の自動化を進めるとと
もに、手術室の運用効率の向上に貢献
いたします。「オペラマスター」につき
ましては、今後も開発をさらに強化し、
お客様にとって付加価値の高い製品と
して一層進化させてまいります。

臨床使用で高評価
「内視鏡用ホルダ EMARO®」

　プロダクト制度 5 分野の一つである
「低侵襲」医療は、手術や検査などに伴
う患者への負担をできるだけ少なくす
る医療です。「低侵襲」医療として行わ
れる内視鏡やカテーテルなどを用いる
手術では、手術後の回復が早いという
利点があります。この分野における
新製品として、当社グループはリバー
フィールド社が開発しました「内視鏡用
ホルダ EMARO®」を販売しておりま
す。この製品につきましては、使用前
に医療機関のご理解を深めていただく
ことが特に重要と判断し、医療機関に
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容易、荷崩れがない、展開操作がしやす
い、などの長所を持ち、術式別に手術準
備から閉創までを対象にした、医療現場
の省力化に一層貢献する新形態のプレ
ミアムキット製品を生産いたします。臨
床試用は 6 月末より開始し、累計 44 病
院、230 症例まで臨床試用が拡大いたし
ました。販売もすでに開始しております

が、下期も引き続き臨床試用の拡大と販
売強化を図ってまいります。

インドネシアも自動化を推進
生産性を改善へ

　不織布の製造拠点である現地子会社
の P.T. ホギインドネシアは、ミシンで

筑波工場

P.T. ホギインドネシア第1工場

新工場
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の縫製など、主に人手のかかる業務を
担い、世界でも有数の医療用不織布の
加工工場としての地位を確立しており
ますが、インドネシアにおいては、近
年人件費が上昇傾向を続けているとい
う課題があります。当社はこれに対処
し、同工場においても、さらなる省力
化と自動化を徹底的に進めることによ
り、生産性の改善を図ってまいります。
これにより、当社グループの一層の収
益向上を目指します。

企業価値の向上へ
「中期経営計画」を策定

　当社グループは、2017 年 3 月期（第
56 期）から 2021 年 3 月期（第 60 期）
までの「中期経営計画」を策定、開示
いたしました。この計画では、4 つの
施策を重点施策として取り組んでまい
ります。第一は新キット工場の自動化
による安全性の向上をはじめとする「安
全な製品の安定供給」、第二はオペラマ
スター及びキット製品の販売強化など
による「継続的な利益成長」、第三は進
歩する医療技術に対応する新製品の開
発などを柱とする「医療環境の変化へ
の対応」、第四は「内部統制システム・

コンプライアンス体制の整備」です。
経営指標といたしましては、最終年度
である 2021 年 3 月期に売上高 47,580
百万円、営業利益 10,690 百万円を目標
といたします。

2017 年 3 月期の配当金も
過去最高を予定

　通期の連結業績予想といたしまして
は、売上高 38,400 百万円 （前期比 5.0％
増）、営業利益 7,180 百万円 （前期比 
18.3％減）、経常利益 7,280 百万円 （前
期比 18.4％減）親会社株主に帰属する
当期純利益 5,000 百万円 （前期比 15.4％
減）を計画しております。
　利益処分に関する基本方針は、会社
設立以来培ってまいりました社訓「顧
客、株主、社員、企業の共存共栄を図る」
を念頭に、配当政策を重視し、株主の
皆様に利益の還元を行うことでありま
す。また、経営成績をいち早く還元す
るため、四半期配当を行っております。
2017 年 3 月期の配当金は、各四半期と
も 30 円（前期は各四半期とも 29 円）、
通期 120 円（前期は 116 円）と、過去
最高額を予定しております。



7

●財務指標

売　　　　　　上　　　　　　高
営　　　　業　　　　利　　　　益
経　　　　常　　　　利　　　　益
親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益
総　　　　　　資　　　　　　産
純　　　　　　資　　　　　　産
1 株 当 た り 四 半 期（ 当 期 ）純 利 益
1　株　当　た　り　純　資　産
自　　己　　資　　本　　比　　率

2016年3月期
36,568 百万円
8,784 百万円
8,924 百万円
5,910 百万円

99,963 百万円
87,610 百万円

375 円 81 銭
5,569 円 77 銭

87.6％

2016年3月期第2四半期
17,652 百万円
4,383 百万円
4,467 百万円
3,035 百万円

95,755 百万円
85,252 百万円

193 円 00 銭
5,419 円 79 銭

89.0％

2017年3月期第2四半期
18,310 百万円
4,089 百万円
4,006 百万円
2,685 百万円
99,270 百万円
86,712 百万円
170 円 99 銭
5,542 円 59 銭

87.3％

連結財務ハイライト

●売上高推移（単位：百万円）

●営業利益推移（単位：百万円）

●経常利益推移（単位：百万円）

●親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益推移（単位：百万円）

●上半期品目別売上高推移（単位：百万円）

上半期 下半期

上半期 下半期

上半期 下半期

上半期 下半期

2017年3月期

2016年3月期

2015年3月期

2017年3月期

2016年3月期

2015年3月期

2017年3月期

2016年3月期

2015年3月期

2017年3月期

2016年3月期

2015年3月期

2017年3月期

2016年3月期

2015年3月期

手術用品類滅菌用品類 治療用品類 その他

35,233

8,924

5,910

8,768

8,505

5,659

17,652

17,237

18,310

8,784

435

17,237 17,996

18,310

4,383

4,075 4,429

4,400

4,089

4,467 4,456

4,5404,227

4,006

3,035

2,792

2,875

2,866

2,685

15,941

15,3561,779

1,782

1,832

14,910

104
412

109

102
433

36,56817,652 18,915
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四半期連結貸借対照表
（単位：百万円）

資　　産　　の　　部
流　動　資　産
　現 　 金 　 及 　 び 　 預 　 金
　受 取 手 形 及 び 売 掛 金
　商 　 品 　 及 　 び 　 製 　 品
　仕　　　　　　掛　　　　　　品
　原　材　料　及　び　貯　蔵　品 
　そ　　　　　　の　　　　　　他
　貸　　倒　　引　　当　　金
固　定　資　産
　有 形 固 定 資 産
　　建 物 及 び 構 築 物 （純額）
　　機 械 装 置 及 び 運 搬 具 （純額）
　　土　　　　　　　　　　　地
　　建　　設　　仮　　勘　　定
　　そ 　 　 　 の 　 　 　 他 （純額）
　無 形 固 定 資 産 　　
　投資その他の資産
　　投 　 資 　 有 　 価 　 証 　 券
　　そ　　　　　の　　　　　他

資　産　合　計
負　　債　　の　　部

流　動　負　債
　支 払 手 形 及 び 買 掛 金
　未 　 払 　 法 　 人 　 税 　 等
　引　　　　　　当　　　　　　金
　そ　　　　　　の　　　　　　他
固　定　負　債
　長　　期　　借　　入　　金
　退 職 給 付 に 係 る 負 債
　そ　　　　　　の　　　　　　他

負　債　合　計
純　資　産　の　部

株　主　資　本
　資　　　　　　本　　　　　　金
　資　　本　　剰　　余　　金
　利　　益　　剰　　余　　金
　自　　　己　　　株　　　式
その他の包括利益累計額
　そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金
　繰　延　ヘ　ッ　ジ　損　益
　為　替　換　算　調　整　勘　定
　退 職 給 付 に 係 る 調 整 累 計 額
非支配株主持分

純 資 産 合 計
負 債 純 資 産 合 計

　
33,655
12,380
11,620
3,561
469
3,502
2,125
△ 5

66,307
49,742
25,682
5,241
9,647
8,501
669
3,241
13,323
11,160
2,163
99,963

9,143
4,980
1,265
474
2,423
3,209
－
252
2,956
12,352

80,571
7,123
8,336
68,438
△ 3,325
7,031
6,267
72
780
△ 87
6

87,610
99,963

当第 2四半期連結会計期間
（2016 年 9月 30 日）

前連結会計年度
（2016 年 3 月 31 日）

　
31,651
11,974
11,411
3,736

373
3,342

813
△ 0

67,619
51,933
25,033
5,866
9,578

10,481
973
3,138
12,547
10,341
2,205
99,270

8,866
4,615
1,293

492
2,465
3,691
566
265

2,859
12,557

81,763
7,123
8,336

70,196
△ 3,892
4,942
5,647

△ 310
△ 296
△ 98
6

86,712
99,270



18,310
9,836
8,474
4,384
4,089
115

6
72
－
36
198
86
0

110
1

4,006
－
－
1

－
1

4,005
1,319
2,685
0

2,685
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四半期連結損益計算書
（単位：百万円）

17,652
8,982
8,669
4,286
4,383
95
6

57
4

27
11
－
9

－
1

4,467
4
4
0
0
0

4,471
1,435
3,035
0

3,035

前第 2 四半期連結累計期間
2015 年 4 月 1 日から
2015 年 9 月 30 日まで

売　　　　上　　　　高
売　　上　　原　　価
　売 　 上 　 総 　 利 　 益
販売費及び一般管理費
　営　　　業　　　利　　　益
営 　 業 　 外 　 収 　 益
　受 　 　 　 取 　 　 　 利 　 　 　 息
　受 　 　 取 　 　 配 　 　 当 　 　 金
　為 　 　 　 替 　 　 　 差 　 　 　 益
　そ 　 　 　 　 　 の 　 　 　 　 　 他
営 　 業 　 外 　 費 　 用
　為 　 　 　 替 　 　 　 差 　 　 　 損
　投 資 事 業 組 合 運 用 損
　外　国　付　加　価　値　税　等
　そ 　 　 　 　 　 の 　 　 　 　 　 他
　経　　　常　　　利　　　益
特　　別　　利　　益
　固 　 定 　 資 　 産 　 売 　 却 　 益
特　　別　　損　　失
　固 　 定 　 資 　 産 　 売 　 却 　 損
　固 　 定 　 資 　 産 　 廃 　 棄 　 損
　税 金 等 調 整 前 四 半 期 純 利 益
　法 　 　 　 人 　 　 　 税 　 　 　 等
　四 　 半 　 期 　 純 　 利 　 益
　非支配株主に帰属する四半期純利益
　親会社株主に帰属する四半期純利益

（　　　　　　）
当第 2四半期連結累計期間

2016 年 4月 1 日から
2016 年 9月 30 日まで（　　　　　　）

2,685

△ 619
△ 382

△ 1,076
△ 11

△ 2,089
596

596
△ 0

四半期連結包括利益計算書
（単位：百万円）

3,035

94
△ 397

115
△ 0

△ 187
2,848

2,848
0

前第 2 四半期連結累計期間
2015 年 4 月 1 日から
2015 年 9 月 30 日まで

四　半　期　純　利　益
そ の 他 の 包 括 利 益
　そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金
　繰 　 延 　 ヘ 　 ッ 　 ジ 　 損 　 益
　為　替　換　算　調　整　勘　定
　退 職 給 付 に 係 る 調 整 額
　そ の 他 の 包 括 利 益 合 計
四 半 期 包 括 利 益
　（内訳）
　親会社株主に係る四半期包括利益
　非支配株主に係る四半期包括利益

（　　　　　　）
当第 2四半期連結累計期間

2016 年 4月 1 日から
2016 年 9月 30 日まで（　　　　　　）



4,005
1,952
△ 5

△ 79
0

62
－
79

△ 228
△ 264
1,767
7,292

79
△ 1,278
6,093

△ 4,700
1

△ 334
△ 64

－
2
0

△5,094

574
△ 7

7
△ 572
△ 928
△928
△ 475
△ 404
11,993
11,588

4,471
1,450
△ 0

△ 64
9

△ 12
△ 4

△ 326
414

△ 261
△ 2,302

3,374
64

△ 1,524
1,914

△ 12,607
69

△ 484
－

△ 0
3

△ 27
△13,047

－
－
－

△ 1
△ 896
△897
49

△ 11,981
22,661
10,679

営業活動によるキャッシュ・フロー
　税 金 等 調 整 前 四 半 期 純 利 益
　減 　 　 価 　 　 償 　 　 却 　 　 費
　貸倒引当金の増減額（△は減少）
　受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金
　投資事業組合運用損益（△ は 益 ）
　為 　 替 　 差 　 損 　 益 （△ は 益 ）
　有形固定資産売却損益 （△は益）
　売 上 債 権 の 増 減 額 （△ は 増 加 ）
　たな卸資産の増減額（△は増加）
　仕 入 債 務 の 増 減 額 （△ は 減 少 ）
　そ　　　　　　の　　　　　　他
　　　　　小　　　　計
　利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額
　法　人　税　等　の　支　払　額
　営業活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ・フロー
　有形固定資産の取得による支出
　有形固定資産の売却による収入
　無形固定資産の取得による支出
　投資有価証券の取得による支出
　貸　付　け　に　よ　る　支　出
　貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入
　そ　　　　　　の　　　　　　他
　投資活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フロー
　長 期 借 入 れ に よ る 収 入
　長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出
　自 己 株 式 の 売 却 に よ る 収 入
　自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出
　配 　 当 　 金 　 の 　 支 　 払 　 額
　財務活動によるキャッシュ・フロー
現金及び現金同等物に係る換算差額
現金及び現金同等物の増減額（△は減少）
現金及び現金同等物の期首残高
現金及び現金同等物の四半期末残高

11

四半期連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

当第 2四半期連結累計期間
2016 年 4月 1 日から
2016 年 9月 30 日まで

前第 2 四半期連結累計期間
2015 年 4 月 1 日から
2015 年 9 月 30 日まで（ ） （ ）
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株式の状況（2016 年 9 月 30 日現在）

1.  発行可能株式総数  ・・・・・・・・・・・・・・・・65 ,000 , 000 株
2.  発行済株式の総数  ・・・・・・・・・・・・・・・・16 ,341 , 155 株
3.  株主数  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4,786 名
4.  大株主

5.  株式の所有者別状況（持株比率）

保　　　　　　木　　　　　　将　　　　　　夫
ゴールド マン・サックス・アンド・カンパ ニー 　
レギュラーアカウント 　

（常任代理人　ゴールドマン・サックス証券株式会社）
株 　 式 　 会 　 社 　 ホ 　 キ 　 美 　 術 　 館
ノーザン トラスト カンパニー（エイブイエフシー）
リ モンドリアン インターナショナル スモール キャップ 
エクイティ ファンド エル ピー

（ 常 任 代 理 人 　香 港 上 海 銀 行 東 京 支 店 ）
ステート　ストリート　バンク　アンド　トラスト　カンパニー

（ 常 任 代 理 人 　香 港 上 海 銀 行 東 京 支 店 ）
ザバンク  オブ  ニューヨーク  メロン  14 0 0 4 4

（常任代理人　株式会社みずほ銀行決済営業部）
日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社（信託口）
ステート　ストリート　バンク　アンド　トラスト　クライアント
オムニバス　アカウント　オーエムゼロツー　505002

（常任代理人　株式会社みずほ銀行決済営業部）
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口 9）
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）

2,673,023 株

1,033,269 株

767,724 株

503,200 株

499,600 株

432,300 株

372,700 株

347,300 株

329,100 株
322,700 株

16.35％

6.32％

4.69％

3.07％

3.05％

2.64％

2.28％

2.12％

2.01％
1.97％

（注）当社は自己株式　612,871 株を保有しております。

　　　　　　　株　　　主　　　名 所有株式数 持株比率

その他
12.31％

個人
28.14％

金融機関
16.18％

金融商品取引業者
0.71％

外国法人等
42.66％
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会社の概要

商　　　号　株式会社ホギメディカル
  （英 文 名）　HOGY  MEDICAL  CO.,  LTD.
本社所在地　東京都港区赤坂 2 丁目 7 番 7 号　〒 107 - 8615
　　　　　　† 03（6229）1300（代）
　　　　　　http://www.hogy.co.jp
設　　　立　1961 年 4 月 3 日
資　本　金　7,123,263,500 円（2016 年 9 月 30 日現在）

従 業 員 数　連結：1,487 名　単体：787 名（2016 年 9 月 30 日現在）

役　　　員　代 表 取 締 役 社 長 兼 CEO　保 木　潤 一　 常 勤 監 査 役 三 嶋 　元 和
　　　　　　常　務　取　締　役　　　　山 本　幸 雄　 監 　 査 　 役 簗 瀬 　捨 治
　　　　　　取 　 　 締 　 　 役 　　　　松 本　直 樹　 監 　 査 　 役 飯 塚 　　　昇
　　　　　　取 　 　 締 　 　 役 　　　　佐々 木　勝 雄　

　　　　　　取 　 　 締 　 　 役 　　　　小 林　琢 也
　　　　　　取 　 　 締 　 　 役 　　　　内 田　勝 巳
　　　　　　取 　 　 締 　 　 役 　　　　上 杉　　 潔

営 業 品 目
　オペラマスター　　　　　　医療用キット製品　
　医療用不織布製品　　　   　医療用包装袋（メッキンバッグ）
　
事業所一覧
　札 幌 営 業 所 盛 岡 営 業 所 仙 台 営 業 所 宇 都 宮 営 業 所 　大 宮 営 業 所
　千 葉 営 業 所 東 京 営 業 所 多 摩 営 業 所 横 浜 営 業 所 新 潟 営 業 所
　金 沢 営 業 所 静 岡 営 業 所 松 本 営 業 所 名 古 屋 営 業 所 京 都 営 業 所
　大 阪 営 業 所 神 戸 営 業 所 岡 山 営 業 所 広 島 営 業 所 松 山 営 業 所
　福 岡 営 業 所 熊 本 営 業 所 鹿 児 島 営 業 所
　研究開発部　 
　筑波工場　　筑波滅菌センター　　筑波配送センター　　筑波 OPC
　美浦工場第一　　美浦工場第二　　江戸崎配送センター　　江戸崎滅菌センター
　（子会社）　P.T. ホギインドネシア　　（孫会社）　P.T. ホギメディカルセールスインドネシア

（注）1. 取締役　内田勝巳、上杉潔は、会社法
         第 2 条第 15 号に定める社外取締役で
         あります。
　　2. 監査役　簗瀬捨治、飯塚昇は、会社法
         第 2 条第 16 号に定める社外監査役で
　　　あります。
　　　　　　　　（2016 年 9 月 30 日現在）
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　当社は株主の皆様が私たちに何を期待され、どのような IR 活動をご要望なのかを知るため、
すべての株主の皆様 5,122 名（2016 年 3 月 31 日時点）を対象に、ハガキによるアンケート調
査を実施し、うち 12.7％に当たる 652 名の方々からご回答をいただきました。下記に、お寄
せいただきました内容の一部をご報告させていただきます。

［調査対象］全株主 5,122 名［調査方法］定時株主総会決議ご通知に同封（2016 年 6 月 24 日発送）
［調査期間］2016 年 6 月 24 日〜 7 月 31 日［集計対象ハガキ］652 枚［返送率］12.7％

株主アンケート結果のご報告

■ アンケートご回答者の属性 

[ 地域 ] [ ご性別 ] [ ご世代 ]

　アンケートにご協力いただきました皆様に対し、厚く御礼申し上げます。皆様から頂戴いたしました　
貴重なご意見・ご要望を誠実に受け止め、今後の経営や IR 活動に活かしてまいります。

■「当社株式を購入された　
　   理由をお聞かせくださ
　　い。」

■「当社株式の長期保有を
　　前提とする場合、重視
　　されることは何ですか。」

[ ご職業 ] [ 当社株式の保有期間 ] [ 当社株式の保有株数 ]



( ご注意 )
株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則として、口座を
開設されている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座を開設
されている証券会社等にお問合せください。株主名簿管理人（三菱 UFJ 信託銀行）で
はお取り扱いできませんのでご注意ください。
特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱 UFJ 信託銀行
が口座管理機関となっておりますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱 UFJ 信託
銀行）にお問合せください。なお、三菱 UFJ 信託銀行全国各支店にてもお取次ぎいた
します。
未受領の配当金につきましては、三菱 UFJ 信託銀行本支店でお支払いいたします。

株主メモ
事 　 業 　 年 　 度

定 時 株 主 総 会 　

定時株主総会基準日

配 当 金 基 準 日

株 主 名 簿 管 理 人
特別口座の口座管理機関

同 　 連 　 絡 　 先

公　告　の　方　法

　4 月 1 日から翌年 3 月 31 日まで

　毎年 6 月

　3 月 31 日

　3 月 31 日
　6 月 30 日
　9 月 30 日
12 月 31 日

三菱 UFJ 信託銀行株式会社

〒 137-8081　東京都江東区東砂七丁目 10 番 11 号
三菱 UFJ 信託銀行株式会社　証券代行部
電話　0120-232-711（通話料無料）

電子公告の方法により行います。ただし、電子
公告によることができない事故その他やむを得
ない事由が生じた場合は、日本経済新聞に掲載
して行います。
公告掲載 URL  http://www.hogy.co.jp

1.

2.

3. グループ報告書
2016年4月1日ー2016年9月30日

第２四半期

第56期


